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では、福祉団体に対し毎年同額の補助金

を拠出している。事業担当者のお話では、

福祉団体から毎年年度末に事業報告書を

入手し、事業内容の精査を行い補助金拠

出を決定しているとのことであった。しかし、

自治体が検証すべきことは、福祉団体の事

業活動の結果、地域住民の福祉水準が向

上したかどうかであって、そのためには事

業内容の精査にとどまるものではない。ま

た、事業活動費を一定程度負担する自治

体として、福祉水準向上のために福祉団体

がどのような事業活動を行うべきか、必要な

意見を伝えているのであろうか。長年、補助

金を拠出してきたことで、補助金の拠出自

体が目的化していないであろうか。

本来、地域住民の福祉向上のための手

段である事業の実施そのものが目的化し、

そのため職員も本来の目的を見失う。また、

そのため、事業実施ありきで新しい事業に

取り掛かってしまう。このような事例は全国

に枚挙に暇がない。

2.どのように自治体経営を
改革するか

なぜ、行政ではこのように事業目的を見

失ってしまうのであろうか。民間企業との比

較において検討してみたい。民間企業であ

れば市場（顧客）が求めていないものを販

売しても売上に結び付かない。したがって、

民間企業では“売れない”というシグナルを

市場からキャッチし、商品の品質や価格の

変更を行う。すなわち、民間企業では「売上

を上げる」という「目的」のために、どのよう

な「手段」を講じるべきであるかという回答

を市場を通して得ることができる。しかし、

一般的に行政では市場が存在しないため、

市場を通して顧客の回答を得る機会を有

していない。行政が事業目的を見失い形

式主義に陥りやすい理由としては、このよう

な構造的な特徴が大きい。

そこで、自治体においても、顧客の回答

を行政サービスの提供方法に反映させる

ための新たな仕組みが必要となる。自治体

は、財源や人材といった行政資源（インプッ

ト）を事業に投入し、活動（プロセス）を行

い、行政サービス（アウトプット）を提供する。

その結果、なにがしかの地域住民の福祉

（アウトカム）の向上が達成される（次頁・資

料参照）。事業目的とは、このアウトカムを意

味する。

ニュー・パブリック・マネジメントの基本は、

業績/成果による統制である。業績/成果に

よる統制とは、まずアウトカムの水準を具体

的に決め、そこから最適なインプットやアウト

プットを決定しようというものである。どのよ

うな水準で地域住民へのサービスを提供

するかといった事業目的を明確に定め、そ

1. はじめに

先日、おうかがいした自治体での体験か

ら始めよう。その自治体では、ごみ処理施

設の建替を検討している。平成14年度、15

年度に事業計画を立案し、平成16年度に

建設に取り掛かる予定である。事業計画立

案のための手続きは、先進自治体への視

察が主なもので2カ年で6カ所の視察を予定

している。また、すでにごみ処理施設建設

予定用地は決定されており、その取得のた

め10億円程度の事業費が予定されている。

事業担当者のお話をうかがう機会があった

が、その話の内容は、いかにごみ処理施設

が必要かという点と活用方法に終始し、な

ぜ今そのような施設が必要なのか、事業規

模はどのようにして決まるのか、現在の民間

委託とどのように異なるのか、といった私の

疑問は解消されなかった。

新しい事業を進める場合、事業費を投入

することで、これまでの地域住民へのサー

ビス水準がどの程度、向上するのかを検討

し、さらに事業費とサービス水準を比較し、

最も生産性の高い事業規模を決定するこ

とが原則である。果たして、この自治体で

は、このような事業実施のための意思決定

プロセスを経て事業が立案されたのであろ

うか。

もう一つ事例を紹介しよう。その自治体
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の達成のために最適な予算規模や事業の

執行方法が決定されることになる。

まさに今、自治体経営の改革に求められ

る点は、事業目的を明確にし、その達成に

向けた手段を自治体自らが検討するため

の仕組みをつくり出すことである。行政評

価は、数値指標などを活用して事業目的を

具体化させ、またマネジメント・サイクルの考

え方を採用し、目的の達成状況をシグナル

として活用することで手段を見直そうとい

うものであり、自治体経営改革のための重

要なツールとなり得る。

3. 行政評価導入の効果

次に、行政評価導入の効果を自治体経

営改革の視点から解説してみたい。自治

体経営改革の視点からすると、行政評価導

入の内部的効果として行政資源の最適分

配の効果を挙げることができる。一般的に、

事業目的の達成について一義的には事業

課が責任を負う。そのため事業課は、事業

目的を十分に達成するために、ややもする

と過大な事業費を要求することになる。し

かし、行政評価を導入することで事業費（イ

ンプット）は行政サービスの水準（アウトカ

ム）に統制されることになるため、事業課は、

アウトカムとインプットを双方を見比べて最

適な行政資源の配分を行うことが求められ

る。

外部的効果としては、事業目的とその達成

手段の明確化は、住民との協働を促すきっ

かけとなる。自治体に求められる説明責任

は、事業結果の説明に止まるものではない。

自治体には、提供するサービス水準とその

ための具体的な手段、さらにはそのサービ

ス水準とその手段が選択された意思決定

のプロセスを説明することが求められてい

る。サービス水準とその手段の双方を示す

ことで、住民は、行政活動の適否を判断す

ることが可能になる。この点は、マニフェス

トが具体的な数値目標と合わせて財源を

示すことを必須としているのと同様である。

4. 行政評価導入の
課題と活用

ここまで行政評価導入に伴う自治体経

営改革の可能性について解説してきたが、

多くの自治体では、行政評価導入を自治体

経営改革にまで結び付けられてはいない。

そこで最後に具体的な行政評価システム構

築のポイントについて触れることにしたい。

（1）目的と手段の明確な区分

これまで事業目的を十分に認識してこな

かった自治体では、目的と手段を明確に区

分する必要がある。そのためにも評価表を

活用する場合には、1枚のシートに目的欄と

手段の欄を設けることが望ましい。また、行

政評価導入の最初のステップとして、事業

の目的体系化を行い、目的と手段の関係で

再整理することが必要である。

（2）評価の客観性

行政評価は一般的に事業課による自己

評価を基本とする。例えば、評価表を活用

し有効性について評価がなされる場合、そ

の判断根拠が客観的に示されているだろ

うか。多くの場合、評価表に記入された内

容には、事業課の予想であったり期待であっ

たりするものが含まれていないだろうか。事
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実と予想・期待を峻別し、評価の客観性を

確保することが重要である。

（3）改善への取り組み

行政評価を導入するということは、行政

資源の再配分を行うことに他ならない。そ

のため行政評価の導入は、新たな資源配

分への改善提案を伴う。したがって、行政

評価の導入では、評価の結果、得られた事

業課の改善提案をどのように具体化してい

くかの仕組みを併せて検討することが必要

である。

今回、自治体経営改革に行政評価をど

のように活用するかを説明してきたが、次

回以降、具体的に行政資源の最適配分に

取り組んでいる北海道千歳市と島根県の事

例を紹介したい。
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